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〈お問い合わせ〉　情報取引推進課　TEL：092‐622‐6680

景 気 動 向 調 査景 気 動 向 調 査

情報取引推進課
Bu s i n e s s  S uppo r t  F ukuoka

情報取引推進課
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「増加した」の回答が前回調査の17.3％から今回
21.7％に増え、「減少した」が前回の25.7％から24.1％
に減った。結果、DIは前回のマイナス8.4からマイナス
2.4へとマイナス幅は縮小した。業種別では全12業種の
うち、増加が減少より多かったのは「電機」「輸送」「プ
ラスチック」「繊維」「ソフトウェア」「その他」「卸売・
小売業」。減少が増加より多かったのは「金属」「機械」「ゴ
ム」。「鉄鋼・非鉄」「サービス業」は増加と減少が同数だっ
た。

売 上 額 DIのマイナス幅が縮小

「増加する」の回答が前回調査の13.0％から今回
11.6％に減り、「減少する」の回答が21.7％から26.5％
に増えた。DIはマイナス8.7からマイナス14.9へとマイ
ナス幅が大幅に拡大した。業種別で増加が減少より多
かったのは「輸送」「繊維」「サービス業」。そのほかの「鉄
鋼・非鉄」「金属」「機械」「電機」「プラスチック」「ゴム」「ソ
フトウェア」「その他」「卸売・小売業」は減少が上回った。

売上額の見通し
（３カ月位先） DI大幅に低下

減少横ばい増加

「好転」が前回の7.7％から今回10.0％に増え、「悪化」
は前回の16.0％から19.3％に増えた。DIは前回のマイ
ナス8.3からマイナス9.3とマイナス幅が拡大した。業種
別で好転が悪化より多かったのは「鉄鋼・非鉄」「電機」
「その他」。悪化が好転より多かったのは「金属」「機械」「輸
送」「プラスチック」「ゴム」「ソフトウェア」「卸売・小
売業」「サービス業」。「繊維」は好転と悪化が同数だった。

採 算 状 況

資 金 繰 り

DIマイナス幅拡大

「上昇」回答が前回の10.0％から今回11.1％に増えた
ものの、「下降」回答も15.3％から21.6％に増えて、DI
は前回のマイナス5.3からマイナス10.5へと落ち込んだ。
業種別で上昇が下降を上回ったのは「輸送」「繊維」「そ
の他」。下降が上昇を上回ったのは「金属」「機械」「電機」
「プラスチック」「ゴム」。「鉄鋼・非鉄」は上昇と下降
が同数だった。

操  業  度
（ソフトウェア、卸売・小売業、サービス業は除く） DI落ち込む

悪化不変好転 下降 未回答不変上昇未回答未回答

未回答 未回答

減少横ばい増加 未回答

「上昇」回答は前回の12.3％から今回10.0％に減り、
「下降」は前回の2.7％から3.7％に増えた。結果、DIは
前回の9.6から6.3に低下した。業種別で上昇が下降を上
回ったのは「鉄鋼・非鉄」「機械」「電機」「輸送」「プラ
スチック」「ゴム」「その他」「卸売・小売業」「サービス業」。
下降が上昇より多かったのは「金属」のみ。「繊維」と「ソ
フトウェア」。は上昇、下降ともにゼロだった。

DIプラスも２期連続低下

「好転」は前回の5.0％から今回4.1％に減り、「悪化」
は前回の15.3％から17.6％に増えた。DIはマイナス
10.3からマイナス13.5とマイナス幅が拡大。業種別で好
転が悪化を上回ったのは「その他」のみ。「鉄鋼・非鉄」「金
属」「機械」「電機」「輸送」「プラスチック」「ゴム」「卸売・
小売業」「サービス業」は好転より悪化が多かった。「繊維」
は好転と悪化が同数。ソフトウェアは好転、悪化ともゼ
ロだった。

販売価格
（受注単価） DIマイナス幅が拡大

下降横ばい上昇 悪化不変好転

DI（好転－悪化） DI（上昇－下降）

DI（上昇－下降） DI（好転－悪化）

DI（増加－減少） DI（増加－減少）

売上額見通し、販売価格のＤＩ落ち込み続く
調査概要
調査対象：県内中小企業 300社
調査時点：令和７年４月集計
調査方法：アンケート調査方式（回収率 82％） 

概況
項目別のDIは、マイナス幅が縮小した「売上額」を除いて下降した。「売上額の見通し」

「資金繰り」「採算状況」「操業度」はマイナス幅が拡大。「販売価格（受注単価）」はプ
ラスを維持したが２期連続の下降となった。

43.2% 26.5%

※DIは増加した企業の割合から減少した企業の割合を引いたもの。
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「増加した」の回答が前回調査の17.3％から今回
21.7％に増え、「減少した」が前回の25.7％から24.1％
に減った。結果、DIは前回のマイナス8.4からマイナス
2.4へとマイナス幅は縮小した。業種別では全12業種の
うち、増加が減少より多かったのは「電機」「輸送」「プ
ラスチック」「繊維」「ソフトウェア」「その他」「卸売・
小売業」。減少が増加より多かったのは「金属」「機械」「ゴ
ム」。「鉄鋼・非鉄」「サービス業」は増加と減少が同数だっ
た。

売 上 額 DIのマイナス幅が縮小

「増加する」の回答が前回調査の13.0％から今回
11.6％に減り、「減少する」の回答が21.7％から26.5％
に増えた。DIはマイナス8.7からマイナス14.9へとマイ
ナス幅が大幅に拡大した。業種別で増加が減少より多
かったのは「輸送」「繊維」「サービス業」。そのほかの「鉄
鋼・非鉄」「金属」「機械」「電機」「プラスチック」「ゴム」「ソ
フトウェア」「その他」「卸売・小売業」は減少が上回った。

売上額の見通し
（３カ月位先） DI大幅に低下

減少横ばい増加

「好転」が前回の7.7％から今回10.0％に増え、「悪化」
は前回の16.0％から19.3％に増えた。DIは前回のマイ
ナス8.3からマイナス9.3とマイナス幅が拡大した。業種
別で好転が悪化より多かったのは「鉄鋼・非鉄」「電機」
「その他」。悪化が好転より多かったのは「金属」「機械」「輸
送」「プラスチック」「ゴム」「ソフトウェア」「卸売・小
売業」「サービス業」。「繊維」は好転と悪化が同数だった。

採 算 状 況

資 金 繰 り

DIマイナス幅拡大

「上昇」回答が前回の10.0％から今回11.1％に増えた
ものの、「下降」回答も15.3％から21.6％に増えて、DI
は前回のマイナス5.3からマイナス10.5へと落ち込んだ。
業種別で上昇が下降を上回ったのは「輸送」「繊維」「そ
の他」。下降が上昇を上回ったのは「金属」「機械」「電機」
「プラスチック」「ゴム」。「鉄鋼・非鉄」は上昇と下降
が同数だった。

操  業  度
（ソフトウェア、卸売・小売業、サービス業は除く） DI落ち込む

悪化不変好転 下降 未回答不変上昇未回答未回答

未回答 未回答

減少横ばい増加 未回答

「上昇」回答は前回の12.3％から今回10.0％に減り、
「下降」は前回の2.7％から3.7％に増えた。結果、DIは
前回の9.6から6.3に低下した。業種別で上昇が下降を上
回ったのは「鉄鋼・非鉄」「機械」「電機」「輸送」「プラ
スチック」「ゴム」「その他」「卸売・小売業」「サービス業」。
下降が上昇より多かったのは「金属」のみ。「繊維」と「ソ
フトウェア」。は上昇、下降ともにゼロだった。

DIプラスも２期連続低下

「好転」は前回の5.0％から今回4.1％に減り、「悪化」
は前回の15.3％から17.6％に増えた。DIはマイナス
10.3からマイナス13.5とマイナス幅が拡大。業種別で好
転が悪化を上回ったのは「その他」のみ。「鉄鋼・非鉄」「金
属」「機械」「電機」「輸送」「プラスチック」「ゴム」「卸売・
小売業」「サービス業」は好転より悪化が多かった。「繊維」
は好転と悪化が同数。ソフトウェアは好転、悪化ともゼ
ロだった。

販売価格
（受注単価） DIマイナス幅が拡大

下降横ばい上昇 悪化不変好転

DI（好転－悪化） DI（上昇－下降）
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DI（増加－減少） DI（増加－減少）

売上額見通し、販売価格のＤＩ落ち込み続く
調査概要
調査対象：県内中小企業 300社
調査時点：令和７年４月集計
調査方法：アンケート調査方式（回収率 82％） 

概況
項目別のDIは、マイナス幅が縮小した「売上額」を除いて下降した。「売上額の見通し」

「資金繰り」「採算状況」「操業度」はマイナス幅が拡大。「販売価格（受注単価）」はプ
ラスを維持したが２期連続の下降となった。

43.2% 26.5%

※DIは増加した企業の割合から減少した企業の割合を引いたもの。
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貿易におけるアジアの割合の推移（全国・福岡県）

グラフdeふくおか

アジア経済と福岡県経済
貿易

2023年の全国の最大の貿易相手国は輸出入ともに中国となっていますが、2018年と比較すると中国・韓国との輸出入の割合
は減少し、台湾の割合が増加している状況です。福岡県においても、中国への輸出入の割合は減少しており、ASEANや台湾の
占める割合が増加しています。

2023年の全国の最大の貿易相手国は輸出入ともに中国となっていますが、2018年と比較すると中国・韓国との輸出入の割合
は減少し、台湾の割合が増加している状況です。福岡県においても、中国への輸出入の割合は減少しており、ASEANや台湾の
占める割合が増加しています。

外国人労働者数の推移（全国・福岡県）
<全 国>

福岡県で働く外国人労働者

2023年の全国の外国人労働者数は約205万人で、届け出が義務化された2007年以降、初めて200万人を超えました。福岡県
の外国人労働者数は64,990人で、国籍別ではベトナム（31.1％）とネパール（18.8％）の割合が高くなっています。また、在
留資格別では「留学」が30.5％で、全国の13.4％を大きく上回るとともに、「専門的・技術的分野の在留資格」は15,434人で、
2019年（8,366人）からの５年間の増加率は84.5％となっています。
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2019年（8,366人）からの５年間の増加率は84.5％となっています。

<福 岡 県>
出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和５年10月末現在）より作成

出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和５年10月末現在）より作成

出所：財務省「貿易統計」、門司税関「九州経済圏各県別の貿易」より作成
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県内企業の国・地域別海外進出状況の推移 県内企業の国・地域別海外進出状況（累計）

対外投資の動向

注 ：社が福岡県に所在し、100％現地法人または現地企業との共同出資が対象である（個人
向けサービスを行う支店・店舗、フランチャイズ展開はカウントしていない）。なお、撤退
が判明した企業は除く。

出所：（公財）九州経済調査協会「九州・山口企業の海外進出」（令和５年10月末現在）より作成
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2023年における県内企業の海外進出企業数は６件で、累計件数は858件となりました。うちアジア地域の累計件数は、中国
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福岡県では毎年、「中小企業の動向」及び「中小企業施策の実施状況」を取りまとめ、年次報告を作成しています。
本誌では、最新の年次報告から県内中小企業の動向について抜粋して連載します。
※年次報告の全体版はこちら
「中小企業の動向及び令和５年度中小企業振興施策の実施状況」
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/gyosei-shiryo/smepromotion-r5report.html
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貿易におけるアジアの割合の推移（全国・福岡県）

グラフdeふくおか

アジア経済と福岡県経済
貿易

2023年の全国の最大の貿易相手国は輸出入ともに中国となっていますが、2018年と比較すると中国・韓国との輸出入の割合
は減少し、台湾の割合が増加している状況です。福岡県においても、中国への輸出入の割合は減少しており、ASEANや台湾の
占める割合が増加しています。
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は減少し、台湾の割合が増加している状況です。福岡県においても、中国への輸出入の割合は減少しており、ASEANや台湾の
占める割合が増加しています。

外国人労働者数の推移（全国・福岡県）
<全 国>

福岡県で働く外国人労働者

2023年の全国の外国人労働者数は約205万人で、届け出が義務化された2007年以降、初めて200万人を超えました。福岡県
の外国人労働者数は64,990人で、国籍別ではベトナム（31.1％）とネパール（18.8％）の割合が高くなっています。また、在
留資格別では「留学」が30.5％で、全国の13.4％を大きく上回るとともに、「専門的・技術的分野の在留資格」は15,434人で、
2019年（8,366人）からの５年間の増加率は84.5％となっています。
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出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和５年10月末現在）より作成
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その他のアジア 1.4その他のアジア 1.4

その他その他

県内企業の国・地域別海外進出状況の推移 県内企業の国・地域別海外進出状況（累計）

対外投資の動向

注 ：社が福岡県に所在し、100％現地法人または現地企業との共同出資が対象である（個人
向けサービスを行う支店・店舗、フランチャイズ展開はカウントしていない）。なお、撤退
が判明した企業は除く。

出所：（公財）九州経済調査協会「九州・山口企業の海外進出」（令和５年10月末現在）より作成

 

 

 

進出国・地域 進出企業数 進出件数進　出　先 2014

アジア 
韓国
中国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
インド
その他

イギリス 
フランス 
ドイツ 
イタリア 
カナダ 
アメリカ 
その他  

合　　計

25
１
６
３
１
１
３
４
０
０
３
１
２
０
０
０
０
０
３
１
29

22
１
３
３
０
２
３
２
０
２
２
２
２
０
０
０
０
１
７
２
32

21
１
５
３
２
３
１
４
０
０
１
０
１
１
０
０
１
０
４
８
35

24
１
３
０
１
５
３
４
１
１
３
２
０
１
０
０
０
１
３
１
30

29
２
７
２
０
２
１
５
１
１
５
１
２
０
１
１
０
０
６
５
42

18
２
１
１
１
３
４
１
１
１
０
１
２
０
０
０
０
０
５
４
27

９
０
２
０
０
５
１
０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
０
２
２
13

2015 2016 2017 2018 2019 2020

４
０
２
０
０
０
０
１
０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
２
１
７

2021

５
０
１
０
０
１
１
０
０
０
０
０
２
０
０
０
０
０
０
１
６

2022

３
０
０
０
０
１
１
０
０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
２
１
６

2023

アジア 
韓国
中国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
インド
その他

イギリス 
フランス 
ドイツ 
イタリア 
カナダ 
アメリカ 
その他 

合　　計

393
36
108
32
26
35
39
36
20
11
23
11
16
７
４
７
４
４
50
58
527

627
45
223
49
30
60
61
47
25
13
31
23
20
12
６
16
４
６
103
84
858

2023年における県内企業の海外進出企業数は６件で、累計件数は858件となりました。うちアジア地域の累計件数は、中国
の223件をトップに627件となっており、全体の73％を占めています。
2023年における県内企業の海外進出企業数は６件で、累計件数は858件となりました。うちアジア地域の累計件数は、中国
の223件をトップに627件となっており、全体の73％を占めています。

外国人労働者総数  
専門的・技術的分野の在留資格
うち技術・人文知識・国際業務
うち技術
うち人文知識・国際業務

特定活動 
技能実習 
資格外活動 
留学
その他

身分に基づく在留資格 
うち永住者
うち日本人の配偶者等
うち定住者

不明 
中国（香港等含む） 
韓国 
フィリピン 
ベトナム 
ネパール
ブラジル
ペルー
G7＋オーストラリア＋ニュージーランド
うちアメリカ
うちイギリス

その他 
うちインドネシア

1,658,804
329,034
260,556
－ 
－ 
41,075
383,978
372,894
318,278
54,616
531,781
308,419
94,167
114,453

42
418,327
69,191
179,685
401,326
91,770
135,455
29,554
81,003
34,454
12,352
252,493
51,337

1,724,328
359,520
282,441
－ 
－ 
45,565
402,356
370,346
306,557
63,789
546,469
322,092
95,226
113,641

72
419,431
68,897
184,750
443,998
99,628
131,112
29,054
80,414
33,697
12,330
267,044
53,395

1,727,221
394,509
291,192
－ 
－ 
65,928
351,788
334,603
267,594
67,009
580,328
345,460
98,881
119,398

65
397,084
67,638
191,083
453,344
98,260
134,977
31,381
78,621
33,141
11,917
222,023
52,810

1,822,725
479,949
318,850
－ 
－ 
73,363
343,254
330,910
258,636
72,274
595,207
357,434
99,639
121,008

42
385,848
67,335
206,050
462,384
118,196
135,167
31,263
81,175
34,178
12,470
335,307
77,889

2,048,675
595,904
366,168
－ 
－ 
71,676
412,501
352,581
273,777
78,804
615,934
371,296
100,977
125,585

79
397,918
71,454
226,846
518,364
145,587
137,132
31,584
83,882
34,861
12,945
399,365
121,507

100.0％
29.1％
17.9％
－ 
－ 
3.5％
20.1％
17.2％
13.4％
3.8％
30.1％
18.1％
4.9％
6.1％
0.0％
19.4％
3.5％
11.1％
25.3％
7.1％
6.7％
1.5％
4.1％
1.7％
0.6％
19.5％
5.9％

112.4％
124.2％
114.8％
－ 
－ 
97.7％
120.2％
106.5％
105.9％
109.0％
103.5％
103.9％
101.3％
103.8％
188.1％
103.1％
106.1％
110.1％
112.1％
123.2％
101.5％
101.0％
103.3％
102.0％
103.8％
119.1％
156.0％

23.5％
81.1％
40.5％
－ 
－ 
74.5％
7.4％
-5.4％
-14.0％
44.3％
15.8％
20.4％
7.2％
9.7％
88.1％
-4.9％
3.3％
26.2％
29.2％
58.6％
1.2％
6.9％
3.6％
1.2％
4.8％
58.2％
136.7％

在
留
資
格
別

国

籍

別

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 シェア 前年比
2023/2019年
増減率

外国人労働者総数  
専門的・技術的分野の在留資格
うち技術・人文知識・国際業務
うち技術
うち人文知識・国際業務

特定活動 
技能実習 
資格外活動 
留学
その他

身分に基づく在留資格 
うち永住者
うち日本人の配偶者等
うち定住者

不明 
中国（香港等含む） 
韓国 
フィリピン 
ベトナム 
ネパール
ブラジル
ペルー
G7＋オーストラリア＋ニュージーランド
うちアメリカ
うちイギリス

その他 
うちインドネシア

52,530
8,366
6,146
－ 
－ 
708

13,611
22,185
20,383
1,802
7,660
4,723
2,102
612
0

12,038
2,427
4,079
17,520
7,813
156
118
1,975
812
380
6,404
1,240

54,957
8,815
6,199
－ 
－ 
1,080
14,985
21,743
19,872
1,871
8,334
5,117
2,285
696
0

11,617
2,220
4,374
19,329
8,251
229
134
1,980
803
355
6,823
1,436

53,948
10,070
6,650
－ 
－ 
2,296
13,004
19,710
17,794
1,916
8,868
5,516
2,383
729
0

10,981
2,204
4,323
19,734
7,468
259
147
2,017
825
347
5,476
1,339

57,393
12,004
7,263
－ 
－ 
2,612
13,057
20,743
18,615
2,128
8,976
5,651
2,338
743
1

10,476
2,108
4,694
18,635
10,363
304
147
1,921
776
349
8,745
2,129

64 ,990
15,434
8,419
－ 
－ 
2,445
15,910
22,092
19,822
2,270
9,109
5,715
2,374
782
0

10,629
2,158
5,021
20,218
12,241
392
150
1,969
774
359

11,722
3,776

100.0%
23.7%
13.0%
－ 
－ 
3.8%
24.5%
34.0%
30.5%
3.5%
14.0%
8.8%
3.7%
1.2%
0.0%
16.4%
3.3%
7.7%
31.1%
18.8%
0.6%
0.2%
3.0%
1.2%
0.6%
18.0%
5.8%

113.2%
128.6%
115.9%
－ 
－ 
93.6%
121.9%
106.5%
106.5%
106.7%
101.5%
101.1%
101.5%
105.2%

－
101.5%
102.4%
107.0%
108.5%
118.1%
128.9%
102.0%
102.5%
99.7%
102.9%
134.0%
177.4%

23.7%
84.5%
37.0%
－ 
－ 
245.3%
16.9%
-0.4%
-2.8%
26.0%
18.9%
21.0%
12.9%
27.8%

－
-11.7%
-11.1%
23.1%
15.4%
56.7%
151.3%
27.1%
-0.3%
-4.7%
-5.5%
83.0%
204.5%

在
留
資
格
別

国

籍

別

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 シェア 前年比
2023/2019年
増減率

（単位 : 人）

（単位 : 人）

福岡県では毎年、「中小企業の動向」及び「中小企業施策の実施状況」を取りまとめ、年次報告を作成しています。
本誌では、最新の年次報告から県内中小企業の動向について抜粋して連載します。
※年次報告の全体版はこちら
「中小企業の動向及び令和５年度中小企業振興施策の実施状況」
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/gyosei-shiryo/smepromotion-r5report.html

福岡県では毎年、「中小企業の動向」及び「中小企業施策の実施状況」を取りまとめ、年次報告を作成しています。
本誌では、最新の年次報告から県内中小企業の動向について抜粋して連載します。
※年次報告の全体版はこちら
「中小企業の動向及び令和５年度中小企業振興施策の実施状況」
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/gyosei-shiryo/smepromotion-r5report.html
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外国人入国者数の推移（全国・福岡県）
<全 国>

福岡県への外国人入国者数

2023年における福岡県への外国人入国者数は279万７千人となっており、2022年の40万２千人から大幅に増加しました。外国
人入国者数が増加した主な要因として、2022年３月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う外国人の新規入国制限等
が緩和され、国際旅客便数等が増加したことが考えられます。

2023年における福岡県への外国人入国者数は279万７千人となっており、2022年の40万２千人から大幅に増加しました。外国
人入国者数が増加した主な要因として、2022年３月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う外国人の新規入国制限等
が緩和され、国際旅客便数等が増加したことが考えられます。

<福 岡 県>

（単位 : 千人）

（単位 : 千人）

2019年

33,214

25,926

5,878

8,481

4,667

2,178

418

504

774

517

1,350

493

2,095

426

2,211

1,747

722

620

234

2,026

総数

アジア計

韓国

中国

台湾

中国〔香港〕

インドネシア

マレーシア

フィリピン

ベトナム

タイ

シンガポール

ヨーロッパ計

英国

北アメリカ計

米国

オセアニア計

オーストラリア

その他

船舶観光上陸数

2020年

4,427

3,524

546

1,074

691

323

80

78

158

160

229

56

272

54

298

230

162

145

51

120

2021年

354

225

36

65

9

1

7

2

20

28

6

1

62

9

35

27

6

4

26

0

2022年

4,131

3,262

1,096

233

345

258

124

76

187

301

213

133

342

63

419

346

107

93

0

0

2023年

25,649

20,549

7,145

2,678

4,174

2,050

436

421

734

602

1,021

594

1,765

331

2,629

2,083

706

621

0

0

構成比

100.0%

80.1%

27.9%

10.4%

16.3%

8.0%

1.7%

1.6%

2.9%

2.3%

4.0%

2.3%

6.9%

1.3%

10.2%

8.1%

2.8%

2.4%

0.0%

0.0%

前年比

620.9%

630.0%

652.1%

1151.4%

1209.8%

793.7%

350.8%

551.0%

392.1%

199.8%

479.2%

445.3%

515.4%

521.9%

626.8%

601.9%

659.0%

669.4%

－

－

2023／2019年

77.2%

79.3%

121.5%

31.6%

89.4%

94.1%

104.3%

83.5%

94.8%

116.5%

75.6%

120.5%

84.2%

77.7%

118.9%

119.2%

97.8%

100.1%

0.0%

0.0%

出所：法務省「出入国管理統計」より作成

2019年

2,845

2,251

1,218

231

352

216

8

37

45

31

59

19

48

13

6

40

28

11

13

11

2

491

総数
アジア計
韓国

中国

台湾

中国〔香港〕

インドネシア

マレーシア

フィリピン

ベトナム

タイ

シンガポール

ヨーロッパ計
英国

フランス

北アメリカ計
米国

カナダ

オセアニア計
オーストラリア

その他
船舶観光上陸数

2020年

330

272

122

27

50

32

1

6

9

10

7

2

5

1

0

6

4

1

2

1

0

45

2021年

6

6

2

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2022年

402

391

260

3

26

20

6

2

13

22

25

5

4

1

1

5

4

1

1

1

0

0

2023年

2,797

2,691

1,720

79

347

256

15

13

43

40

122

27

43

9

6

46

34

12

14

12

3

0

構成比

100.0%

96.2%

61.5%

2.8%

12.4%

9.1%

0.5%

0.5%

1.5%

1.4%

4.3%

1.0%

1.5%

0.3%

0.2%

1.6%

1.2%

0.4%

0.5%

0.4%

0.1%

0.0%

前年比

696.5%

688.6%

662.6%

2925.9%

1328.4%

1271.6%

261.4%

633.3%

330.0%

178.4%

484.5%

558.3%

1082.5%

1033.3%

1120.0%

862.3%

881.6%

821.4%

992.9%

1090.9%

－

－

2023／2019年

98.3%

119.6%

141.2%

34.2%

98.5%

118.3%

186.3%

35.9%

95.3%

127.7%

206.1%

141.1%

90.2%

71.5%

93.3%

114.3%

119.6%

104.5%

106.9%

109.1%

0.0%

0.0%

福岡県中小企業振興センターの事業概要福岡県中小企業振興センターの事業概要福岡県中小企業振興センターの事業概要
当財団は、経営の革新・新事業の展開等、持続的発展をめざす中小企業の様々な経営課題に対し、
「ワンストップサービスセンター」として総合的に応援することを目的としています。

事業について、詳しく知りたい方は、福岡県中小企業振興センターの
公式ホームページをご覧ください。

•県内外発注企業及び県内受注企業を訪問して情報収集した精度の高い取引あっせん
•展示会・商談会を開催するとともに、出展料の一部を補助することによる販路開拓支援
•県内企業情報を掲載したWEBサイト「フクオカビジネスマッチングサイト」やメールマガジン発信による情報発信
•中小企業の経営に役立つ経営情報誌「ビジネスサポートふくおか」の刊行
•県内300社のリアルな声を集めた景気動向調査の実施

取引推進に関すること 情報取引推進課（TEL：092-622-6680）

•中小企業の取引上の悩みに企業間取引や下請け代金法に詳しい相談員が無料で対応
•無料の弁護士相談を紹介

取引の適正化に関すること 下請けかけこみ寺（フリーダイヤル：0120-418-618）

•商談会、展示会の開催による販路開拓支援
•自動車産業アドバイザー、CASEプロモーターが自動車メーカー等での豊富な知識と経験をもとに、県内中小企業の自動
車産業における取引拡大を支援
※CASE：自動車における「つながる（Connected）」・「自動化（Autonomous）」・「共有（Shared & Services）」・「電動化（Electric）」を表す造語
•常勤の電動化コーディネーター、専門相談員を配置した「自動車関連企業電動化参入支援センター」を設置。電動化対応
に関する相談対応、適切なアドバイスや必要に応じた支援策・他機関の紹介、専門家派遣の手配等を実施。

自動車産業支援に関すること 自動車産業支援課（TEL：092-622-0040）

•創業間もない企業等を支援するためのインキュベート室の提供（総務課）
•地域課題の解決を目的として新たに起業する方へ補助金を交付し、事業の立ち上げを支援する福岡よかとこ支援金（経営
力再構築課）

起業支援に関すること 総務課（TEL：092-622-6230）
経営力再構築課（TEL：092-622-5432）

•課題に応じた知的財産の保護、活用の促進
•企業の知財実務者育成のためのセミナー実施
•企業の海外展開のための特許等、外国出願支援
•特許等の取得からその活用まで専門相談員が支援する「知財総合支援窓口」での相談対応

知的財産の支援に関すること 知的財産支援センター（TEL：092-622-0035）

•講演会・セミナー等幅広く利用できるホールや、様々な規模の会議室の提供
　ホームページより空室確認できます

ホール・会議室の提供に関すること 会議室受付（TEL：092-622-0011）

•約60名のコーディネーターが売上拡大や経営改善等あらゆる相談に対応（福岡県よろず支援拠点）
　問い合わせ先：092-622-7809　よろず支援拠点ホームページ　
•農林漁業者や県内商工業者に対する６次産業化、農商工連携の促進（企画調整課）
•経営課題に応じ当センターに登録されている専門家を派遣し、課題解決を支援する専門家派遣（経営力再構築課）

中小企業経営相談・専門家派遣に関すること 企画調整課（TEL：092-622-7575）
経営力再構築課（TEL：092-622-5432）

よろず支援拠点
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外国人入国者数の推移（全国・福岡県）
<全 国>

福岡県への外国人入国者数

2023年における福岡県への外国人入国者数は279万７千人となっており、2022年の40万２千人から大幅に増加しました。外国
人入国者数が増加した主な要因として、2022年３月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う外国人の新規入国制限等
が緩和され、国際旅客便数等が増加したことが考えられます。

2023年における福岡県への外国人入国者数は279万７千人となっており、2022年の40万２千人から大幅に増加しました。外国
人入国者数が増加した主な要因として、2022年３月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う外国人の新規入国制限等
が緩和され、国際旅客便数等が増加したことが考えられます。

<福 岡 県>

（単位 : 千人）

（単位 : 千人）

2019年

33,214

25,926

5,878

8,481

4,667

2,178

418

504

774

517

1,350

493

2,095

426

2,211

1,747

722

620

234

2,026

総数

アジア計

韓国

中国

台湾

中国〔香港〕

インドネシア

マレーシア

フィリピン

ベトナム

タイ

シンガポール

ヨーロッパ計

英国

北アメリカ計

米国

オセアニア計

オーストラリア

その他

船舶観光上陸数

2020年

4,427

3,524

546

1,074

691

323

80

78

158

160

229

56

272

54

298

230

162

145

51

120

2021年

354

225

36

65

9

1

7

2

20

28

6

1

62

9

35

27

6

4

26

0

2022年

4,131

3,262

1,096

233

345

258

124

76

187

301

213

133

342

63

419

346

107

93

0

0

2023年

25,649

20,549

7,145

2,678

4,174

2,050

436

421

734

602

1,021

594

1,765

331

2,629

2,083

706

621

0

0

構成比

100.0%

80.1%

27.9%

10.4%

16.3%

8.0%

1.7%

1.6%

2.9%

2.3%

4.0%

2.3%

6.9%

1.3%

10.2%

8.1%

2.8%

2.4%

0.0%

0.0%

前年比

620.9%

630.0%

652.1%

1151.4%

1209.8%

793.7%

350.8%

551.0%

392.1%

199.8%

479.2%

445.3%

515.4%

521.9%

626.8%

601.9%

659.0%

669.4%

－

－

2023／2019年

77.2%

79.3%

121.5%

31.6%

89.4%

94.1%

104.3%

83.5%

94.8%

116.5%

75.6%

120.5%

84.2%

77.7%

118.9%

119.2%

97.8%

100.1%

0.0%

0.0%

出所：法務省「出入国管理統計」より作成

2019年

2,845

2,251

1,218

231

352

216

8

37

45

31

59

19

48

13

6

40

28

11

13

11

2

491

総数
アジア計
韓国

中国

台湾

中国〔香港〕

インドネシア

マレーシア

フィリピン

ベトナム

タイ

シンガポール

ヨーロッパ計
英国

フランス

北アメリカ計
米国

カナダ

オセアニア計
オーストラリア

その他
船舶観光上陸数

2020年

330

272

122

27

50

32

1

6

9

10

7

2

5

1

0

6

4

1

2

1

0

45

2021年

6

6

2

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2022年

402

391

260

3

26

20

6

2

13

22

25

5

4

1

1

5

4

1

1

1

0

0

2023年

2,797

2,691

1,720

79

347

256

15

13

43

40

122

27

43

9

6

46

34

12

14

12

3

0

構成比

100.0%

96.2%

61.5%

2.8%

12.4%

9.1%

0.5%

0.5%

1.5%

1.4%

4.3%

1.0%

1.5%

0.3%

0.2%

1.6%

1.2%

0.4%

0.5%

0.4%

0.1%

0.0%

前年比

696.5%

688.6%

662.6%

2925.9%

1328.4%

1271.6%

261.4%

633.3%

330.0%

178.4%

484.5%

558.3%

1082.5%

1033.3%

1120.0%

862.3%

881.6%

821.4%

992.9%

1090.9%

－

－

2023／2019年

98.3%

119.6%

141.2%

34.2%

98.5%

118.3%

186.3%

35.9%

95.3%

127.7%

206.1%

141.1%

90.2%

71.5%

93.3%

114.3%

119.6%

104.5%

106.9%

109.1%

0.0%

0.0%

福岡県中小企業振興センターの事業概要福岡県中小企業振興センターの事業概要福岡県中小企業振興センターの事業概要
当財団は、経営の革新・新事業の展開等、持続的発展をめざす中小企業の様々な経営課題に対し、
「ワンストップサービスセンター」として総合的に応援することを目的としています。

事業について、詳しく知りたい方は、福岡県中小企業振興センターの
公式ホームページをご覧ください。

•県内外発注企業及び県内受注企業を訪問して情報収集した精度の高い取引あっせん
•展示会・商談会を開催するとともに、出展料の一部を補助することによる販路開拓支援
•県内企業情報を掲載したWEBサイト「フクオカビジネスマッチングサイト」やメールマガジン発信による情報発信
•中小企業の経営に役立つ経営情報誌「ビジネスサポートふくおか」の刊行
•県内300社のリアルな声を集めた景気動向調査の実施

取引推進に関すること 情報取引推進課（TEL：092-622-6680）

•中小企業の取引上の悩みに企業間取引や下請け代金法に詳しい相談員が無料で対応
•無料の弁護士相談を紹介

取引の適正化に関すること 下請けかけこみ寺（フリーダイヤル：0120-418-618）

•商談会、展示会の開催による販路開拓支援
•自動車産業アドバイザー、CASEプロモーターが自動車メーカー等での豊富な知識と経験をもとに、県内中小企業の自動
車産業における取引拡大を支援
※CASE：自動車における「つながる（Connected）」・「自動化（Autonomous）」・「共有（Shared & Services）」・「電動化（Electric）」を表す造語
•常勤の電動化コーディネーター、専門相談員を配置した「自動車関連企業電動化参入支援センター」を設置。電動化対応
に関する相談対応、適切なアドバイスや必要に応じた支援策・他機関の紹介、専門家派遣の手配等を実施。

自動車産業支援に関すること 自動車産業支援課（TEL：092-622-0040）

•創業間もない企業等を支援するためのインキュベート室の提供（総務課）
•地域課題の解決を目的として新たに起業する方へ補助金を交付し、事業の立ち上げを支援する福岡よかとこ支援金（経営
力再構築課）

起業支援に関すること 総務課（TEL：092-622-6230）
経営力再構築課（TEL：092-622-5432）

•課題に応じた知的財産の保護、活用の促進
•企業の知財実務者育成のためのセミナー実施
•企業の海外展開のための特許等、外国出願支援
•特許等の取得からその活用まで専門相談員が支援する「知財総合支援窓口」での相談対応

知的財産の支援に関すること 知的財産支援センター（TEL：092-622-0035）

•講演会・セミナー等幅広く利用できるホールや、様々な規模の会議室の提供
　ホームページより空室確認できます

ホール・会議室の提供に関すること 会議室受付（TEL：092-622-0011）

•約60名のコーディネーターが売上拡大や経営改善等あらゆる相談に対応（福岡県よろず支援拠点）
　問い合わせ先：092-622-7809　よろず支援拠点ホームページ　
•農林漁業者や県内商工業者に対する６次産業化、農商工連携の促進（企画調整課）
•経営課題に応じ当センターに登録されている専門家を派遣し、課題解決を支援する専門家派遣（経営力再構築課）

中小企業経営相談・専門家派遣に関すること 企画調整課（TEL：092-622-7575）
経営力再構築課（TEL：092-622-5432）

よろず支援拠点
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自社で特許を活用した場合自社で特許を活用した場合

契約料
支払
契約料
支払

事業と事業の
結びつきで特
許を活用

事業と事業の
結びつきで特
許を活用

開放特許を活用した場合開放特許を活用した場合

福岡県知的財産支援センターでは、INPIT福岡県知財総合支援窓口と連携し、中小企業者の皆様が企業経営の中
で抱える知的財産に関する悩みや課題について、窓口相談や知財専門家等の活用等を通じて総合的に支援します。
このコーナーでは、窓口支援、特許等の活用、地域団体商標などの支援活動をご紹介します。

開 放 特 許 で 、新 事 業 を 開 拓 ！

開放特許とは、特許や実用新案の権利者が他者に実施してもらうために、一般に開放しているもので、権利を放棄して
いるものでなく、自由に使用できるものではありません。開放特許を利用するには権利者との契約が必要となります。
　権利の実施許諾をした場合はライセンス料金、権利譲渡をした場合は譲渡の対価が発生し、権利者は収益を見込む
ことが出来ます。

開放特許とは、特許や実用新案の権利者が他者に実施してもらうために、一般に開放しているもので、権利を放棄して
いるものでなく、自由に使用できるものではありません。開放特許を利用するには権利者との契約が必要となります。
権利の実施許諾をした場合はライセンス料金、権利譲渡をした場合は譲渡の対価が発生し、権利者は収益を見込むこ
とが出来ます。

ご相談、申込は、「福岡県知的財産支援センター」
特許流通コーディネーター　梅﨑　まで

TEL : 092-622-0035

福岡県開放特許情報
https://www.joho-fukuoka.or/jp/intellectual/lp/lp.html

Ａ
社
Ａ
社

特
許
出
願

特
許
出
願

Ｂ
社
Ｂ
社

特許の開放

（研究・開発）

（研究・開発）

権
利
化

（新製品）
研究・開発費が嵩み
高価格での販売

（新製品）
Ｂ社技術とＡ社特許
技術を融合

後発となり
価格競争へ

新製品発表までが長期！

新製品発表までが短期！

Ａ
社

Ｂ
社

イメージアップ
利益率アップ

スピードアップ
技術力アップ
売上アップ

開放特許
活用企業
開放特許
活用企業

研究・開発
が不要

福岡発世界一
の新製品誕生！

製品化まで
時間がかかる

Intellectual Property Support Center

知的財産支援センター

No .
277

〈お問い合わせ〉　情報取引推進課　TEL：092-622-6680

海
外
駐
在
員
レ
ポ
ー
ト

香港で話題の日本大地震の予言について
　2024 年の訪日香港人の日本国内での総宿泊者数は7,706,020人泊と過去最高値であった。
　しかしながら、現在、2025年７月に日本で大地震が起こるという噂が香港の中で広まっているこ
とから、今回はその現状について調査したので下記する。

福岡県へ訪れる香港人の推移
まず初めに、福岡県の宿泊者数（従業者数10
人以上の施設）の推移を確認すると、2024年は
コロナ禍前の2019年を大幅に越えており、コロナ
禍前の2019年の都道府県別宿泊者数（従業者数
10人以上の施設）が日本で第５位であったのに対
し、2024年は東京都（1,999,400）、大阪府
（1,158,240）に次ぐ第３位となり、香港人にとっ
て福岡県は日本の中でも人気の観光地となってい
ることがわかる。

香港における７月の日本大地震の噂について
この噂の発端は、中国語版も発行されている日
本の漫画家の作品で、「本当の大災難は2025年７
月にやってくる」と書いていることに起因する。とい
うのも、この漫画家は平成８年に出した漫画で23
年の東日本大震災を「予言」したとして、香港で
も注目された経緯があるからだ。また、香港の有
名な風水師も「６～８月に日本の地震リスクが高ま
る」と発言したことも、噂の信憑性を高めている。
さらに、日本の内閣の重要政策に関する会議の
一つである中央防災会議の有識者会議が、南海ト
ラフ巨大地震の新たな被害想定を公表したことを
受け、在日中国大使館が４月14日、在留中国人に
対して防災対策を呼び掛けたことや、2024年８月
８日に日本の日向灘で発生したマグニチュード7.1
の地震の際に、南海トラフ地震臨時情報「巨大地
震注意」が出されたことも、香港人にとっては噂を
信じてしまう要因になっている。

噂の影響について
香港の大手新聞紙やネットニュースなどの各メ

ディアでもこの噂が取り上げられており、当事務所
にも地震が起こる可能性があるのかなど、問い合
わせがあっている。
当事務所が調べたこの噂の影響は以下のとおり

である。

●日系旅行代理店：４、５月の訪日教育旅行が
キャンセルとなり中国本土に変更
●訪日団体旅行代理店：４月のイースター連休
の売上が減少（10％未満）５月以降も低迷
　７月、８月の日本行き団体ツアーの予約が例
年以下の見込み　

●香港航空：５月以降の日本各地への路線を減
便若しくは運休　

　福岡便は５月から６月にかけて２か月で24便
の減便
例年、サマーバケーションにあたる７月、８月は

香港発の航空運賃が、平日出発のプランでも価格
が高騰するのだが、５月中旬時点で調べてみる
と、今年の７月、８月の休日に福岡へ行く香港発
の航空便の運賃が往復で35,000円台であり、例
年の半額以下となっていることからも、個人旅行で
も日本が避けられている傾向がよくわかる。

香港での対策について
当事務所としては、噂は科学的根拠に基づかな

い話であり、噂を理由に訪日旅行をキャンセルする
という事態を避けるべく、一般市民からの問い合
わせや旅行代理店から尋ねられた際には、以下の
ことを伝え、安心して福岡に行ってもらうように努
めている。
①気象庁が想定する南海トラフ地震で想定され
る震度は、福岡県内は主に４～５弱であるこ
と
②実際に福岡に行く前にFUKUOKA IS OPEN
をダウンロードしておくこと。
③②に加えて、災害が発生した際には当事務所
のFacebookで24時間対応する
本件について、当事務所としては今後も状況を

注視していくとともに、香港内での問い合わせに丁
寧に対応していき、2025年も日本の中でも選ばれ
る福岡県であるように、PRをしていきたいと考えて
いる。
また、本件について香港での状況を詳しく知りた
いなどの要望があれば、当事務所までお気軽にお
問い合わせいただきたい。

〈福岡県香港事務所の連絡先〉
住 所：香港九龍科學館道９號新東海商業中心７樓

702B室
電 話：＋852-28699809
メール：hongkong@fukuoka.com.hk
Facebook：https://www.facebook.com/ 

Fukuoka.HK

出典　九州観光機構　観光データ統計サイト

香港事務所
所長

山本 大祐

08



自社で特許を活用した場合自社で特許を活用した場合
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支払
契約料
支払
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結びつきで特
許を活用

事業と事業の
結びつきで特
許を活用

開放特許を活用した場合開放特許を活用した場合

福岡県知的財産支援センターでは、INPIT福岡県知財総合支援窓口と連携し、中小企業者の皆様が企業経営の中
で抱える知的財産に関する悩みや課題について、窓口相談や知財専門家等の活用等を通じて総合的に支援します。
このコーナーでは、窓口支援、特許等の活用、地域団体商標などの支援活動をご紹介します。

開 放 特 許 で 、新 事 業 を 開 拓 ！

開放特許とは、特許や実用新案の権利者が他者に実施してもらうために、一般に開放しているもので、権利を放棄して
いるものでなく、自由に使用できるものではありません。開放特許を利用するには権利者との契約が必要となります。
　権利の実施許諾をした場合はライセンス料金、権利譲渡をした場合は譲渡の対価が発生し、権利者は収益を見込む
ことが出来ます。

開放特許とは、特許や実用新案の権利者が他者に実施してもらうために、一般に開放しているもので、権利を放棄して
いるものでなく、自由に使用できるものではありません。開放特許を利用するには権利者との契約が必要となります。
権利の実施許諾をした場合はライセンス料金、権利譲渡をした場合は譲渡の対価が発生し、権利者は収益を見込むこ
とが出来ます。

ご相談、申込は、「福岡県知的財産支援センター」
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香港で話題の日本大地震の予言について
　2024 年の訪日香港人の日本国内での総宿泊者数は7,706,020人泊と過去最高値であった。
　しかしながら、現在、2025年７月に日本で大地震が起こるという噂が香港の中で広まっているこ
とから、今回はその現状について調査したので下記する。

福岡県へ訪れる香港人の推移
まず初めに、福岡県の宿泊者数（従業者数10
人以上の施設）の推移を確認すると、2024年は
コロナ禍前の2019年を大幅に越えており、コロナ
禍前の2019年の都道府県別宿泊者数（従業者数
10人以上の施設）が日本で第５位であったのに対
し、2024年は東京都（1,999,400）、大阪府
（1,158,240）に次ぐ第３位となり、香港人にとっ
て福岡県は日本の中でも人気の観光地となってい
ることがわかる。

香港における７月の日本大地震の噂について
この噂の発端は、中国語版も発行されている日
本の漫画家の作品で、「本当の大災難は2025年７
月にやってくる」と書いていることに起因する。とい
うのも、この漫画家は平成８年に出した漫画で23
年の東日本大震災を「予言」したとして、香港で
も注目された経緯があるからだ。また、香港の有
名な風水師も「６～８月に日本の地震リスクが高ま
る」と発言したことも、噂の信憑性を高めている。
さらに、日本の内閣の重要政策に関する会議の
一つである中央防災会議の有識者会議が、南海ト
ラフ巨大地震の新たな被害想定を公表したことを
受け、在日中国大使館が４月14日、在留中国人に
対して防災対策を呼び掛けたことや、2024年８月
８日に日本の日向灘で発生したマグニチュード7.1
の地震の際に、南海トラフ地震臨時情報「巨大地
震注意」が出されたことも、香港人にとっては噂を
信じてしまう要因になっている。

噂の影響について
香港の大手新聞紙やネットニュースなどの各メ

ディアでもこの噂が取り上げられており、当事務所
にも地震が起こる可能性があるのかなど、問い合
わせがあっている。
当事務所が調べたこの噂の影響は以下のとおり

である。

●日系旅行代理店：４、５月の訪日教育旅行が
キャンセルとなり中国本土に変更
●訪日団体旅行代理店：４月のイースター連休
の売上が減少（10％未満）５月以降も低迷
　７月、８月の日本行き団体ツアーの予約が例
年以下の見込み　

●香港航空：５月以降の日本各地への路線を減
便若しくは運休　
　福岡便は５月から６月にかけて２か月で24便
の減便
例年、サマーバケーションにあたる７月、８月は
香港発の航空運賃が、平日出発のプランでも価格
が高騰するのだが、５月中旬時点で調べてみる
と、今年の７月、８月の休日に福岡へ行く香港発
の航空便の運賃が往復で35,000円台であり、例
年の半額以下となっていることからも、個人旅行で
も日本が避けられている傾向がよくわかる。

香港での対策について
当事務所としては、噂は科学的根拠に基づかな

い話であり、噂を理由に訪日旅行をキャンセルする
という事態を避けるべく、一般市民からの問い合
わせや旅行代理店から尋ねられた際には、以下の
ことを伝え、安心して福岡に行ってもらうように努
めている。
①気象庁が想定する南海トラフ地震で想定され
る震度は、福岡県内は主に４～５弱であるこ
と
②実際に福岡に行く前にFUKUOKA IS OPEN
をダウンロードしておくこと。
③②に加えて、災害が発生した際には当事務所
のFacebookで24時間対応する
本件について、当事務所としては今後も状況を
注視していくとともに、香港内での問い合わせに丁
寧に対応していき、2025年も日本の中でも選ばれ
る福岡県であるように、PRをしていきたいと考えて
いる。
また、本件について香港での状況を詳しく知りた
いなどの要望があれば、当事務所までお気軽にお
問い合わせいただきたい。

〈福岡県香港事務所の連絡先〉
住 所：香港九龍科學館道９號新東海商業中心７樓

702B室
電 話：＋852-28699809
メール：hongkong@fukuoka.com.hk
Facebook：https://www.facebook.com/ 

Fukuoka.HK

出典　九州観光機構　観光データ統計サイト

香港事務所
所長

山本 大祐
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連携連携 中小企業庁　福岡県よろず支援拠点
厚生労働省　福岡働き方改革推進支援センター

相談料
無料
相談料
無料
相談料
無料

ワンストップサービス福岡
賃上げはその原資となる売上拡大と、働き方改革の両
面からなり、それぞれの専門家にて構成されている「福岡県よ
ろず支援拠点」「福岡働き方改革推進支援センター」が連携し、
福岡県内の中小企業・小規模事業者の方を対象にワンストッ
プでご相談へ対応いたします。

日　時日　時 事前予約制事前予約制

お申し込みお申し込み

第２・第４木曜日
①9：30～　②10：45～　③13：00～　④14：15～　⑤15：30～

場　所場　所 福岡県中小企業振興センタービル10階
（福岡市博多区吉塚本町９-１５　福岡県よろず支援拠点相談室）

※相談時間は１時間です。

※オンラインでの相談も可能です。

福岡県よろず支援拠点

売上拡大売上拡大
福岡働き方改革推進支援センター

働き方改革働き方改革

賃上げ賃上げ

売上拡大・賃
上げ相談

売上拡大・賃
上げ相談

売上拡大・賃
上げ相談

ご予約の際は「希望日時」「企業名」
「氏名」「電話番号」「業種」「相談内容」
をお知らせ下さい。

福岡県よろず支援拠点
TEL 092-622-1061

（平日9時～16時）

福岡県中小企業振興センターからのお知らせ
－経営革新計画に係る補助金を活用して、がんばっている事業者のご紹介－

福岡県中小企業振興センターからのお知らせ
－経営革新計画に係る補助金を活用して、がんばっている事業者のご紹介－

　当センターは、令和２年度から経営革新計画に係る補助金の交付を実施してきました。補助金を活用し、経
営革新計画事業を着実に進めている事業者をご紹介します。

ゆるキャラ「じーも」を活用した大豆粉鯛焼き店の開店と販売促進

2014年北九州市門司区にアルバム作りのクラフト店を開業。
現在、フォトスタジオ、パーティースペース、じーもたい焼き SOY 
YEBIS の３店舗を運営。
所 在 地：北九州市門司区中町１－３０
Instagram：https://www.instagram.com/taiyaki_moji//

１　調査方法
調査実施期間：令和７年４月１０日～４月２５日
調査対象者：経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金補助事業者１４１社
有効回答者数：７４社

２　調査回答内容（一部抜粋）
Ｑ 補助金の交付により事業の取組みに効果はありましたか。
「かなり効果があった」「効果があった」と答えた事業者は93.2％（69社）、「あ
まり効果がなかった」「わからない」と答えた事業者は6.8％（５社）、「効果がなかっ
た」と答えた事業者は０社であった。

Ｑ 「かなり効果があった」、「効果があった」と回答した方は、どのような効果があ
りましたか。
「新役務（新サービス）を開始した」と答えた事業者は 30.9％（21 社）、「新商
品を開発・生産した」と答えた事業者は 20.6％（14 社）、「新商品の新たな販
売方式を導入した」と答えた事業者は 16.2％（11 社）、「商品の新たな生産方
式を導入した」と答えた事業者は14.7％（10社）であった。

調査結果の詳細は、福岡県中小企業振興センターのホームページから
ご確認ください。

　新たな事業の柱構築を目指し、ＪＲ門司駅前に大豆粉を使用した鯛焼き店を開店します。駅利用者
の手土産や下校中の学生の軽食需要を見据え、大豆粉を使用したヘルシーな鯛焼きを販売します。

企業情報

経営革新計画の概要

令和６年度実施　経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金
　新店舗の外装工事及び看板設置工事の外注費

多くの方に愛される土産品に
　今年度の経営革新計画の目標は達成することができました。今後は、店頭販売だけでなく地域で開催されるイベント出店にも積極的に取り
組み、販売網を拡大したいと考えています。
　いずれは、門司区ひいては北九州を代表するような土産品として多くの方に愛されることを目標に、日々取り組んでいます。

活用した補助金

スタッフのアイディアから生まれた事業
　ＪＲ門司駅前で、大豆粉を使用した鯛焼き店の開店に取り組みました。鯛焼きは、北九州市門司
区のゆるキャラ「じーも」が七福神の恵比寿様に扮装するオリジナルの焼き型で製造しています。
　本業として営むフォトスタジオで働いている、鯛焼きが大好きなスタッフの何気ないアイデアから
企画がスタートしました。令和６年７月のオープン以来、ご家庭での軽食や手土産としても好評い
ただいています。

取組み・挑戦

これからの目標

北九州門司区
Vie Hirondelle「じーもたい焼きSOY YEBIS」

令和６年度経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金実態調査結果のご報告

支援機関からのメッセージ（北九州商工会議所専門相談センター　藤原 勇多さん）
　山下さんは明るく前向きな人柄で、それが事業の魅力にも表れています。創業経営者として苦労もされていますが、謙虚に学ぶ姿勢を忘
れず、常に計画的に取り組まれ、補助金活用につながりました。

かなり効果があった
13.5％

新商品を開発・
生産した
20.6％

新役務（サービス）
を開始した
30.9％商品の新たな生産方式

を導入した14.7％

商品の新たな販売方式
を導入した16.2％

その他17.6％

効果があった
79.7％

あまり効果が
なかった4.1％

わからない2.7％
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Vie Hirondelle「じーもたい焼きSOY YEBIS」

令和６年度経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金実態調査結果のご報告

支援機関からのメッセージ（北九州商工会議所専門相談センター　藤原 勇多さん）
　山下さんは明るく前向きな人柄で、それが事業の魅力にも表れています。創業経営者として苦労もされていますが、謙虚に学ぶ姿勢を忘
れず、常に計画的に取り組まれ、補助金活用につながりました。

かなり効果があった
13.5％

新商品を開発・
生産した
20.6％

新役務（サービス）
を開始した
30.9％商品の新たな生産方式

を導入した14.7％

商品の新たな販売方式
を導入した16.2％

その他17.6％

効果があった
79.7％

あまり効果が
なかった4.1％

わからない2.7％
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福岡県からのお知らせF rom 
Fukuoka 
Prefecture 

福岡県内技術系企業の人材確保のため、自社の魅力や優れた技術、
将来性を紹介する動画の作成を支援します!

令和７年度　補助金のお知らせ

申請・お問い合せ先：福岡県 商工部 商工政策課 技術人材育成室
　T E L：０９２‒６４３‒３４1５　　〒８１２‒８５７７　福岡市博多区東公園７番７号
　県庁ホームページ：ht tps : //www.pref.fukuoka . lg . jp/

● 技術系企業ＰＲ動画作成支援補助金 ●
　「令和７年度 技術系企業ＰＲ動画作成支援補助金のご案内」を必ず熟読の上、申請してください（下記の福
岡県ＨＰで公開）。

〈申請方法〉
所定の申請書（県のホームページからダウンロード）に必要事項を記入し、添付書類を添えて、商工部商工政策
課技術人材育成室へ郵送又は持参ください。
※提出書類に不備がある場合は審査できませんので、余裕を持ってご提出ください。

トップページ＞テーマから探す＞しごと・産業・観光＞雇用・労働＞人材確保・確保＞令和７年度 
技術系企業PR 動画作成支援補助金（１次募集）のご案内

補 助 対 象 者

福岡県内に本社又は主たる事務所を有する技術系企業又は技術系企業の
代表者
※技術系企業とは、福岡県が事務局を務める協議会等に加入している又は加入する企
業であり、かつ日本標準産業分類の E 製造業と G 情報通信業の 39、40 に該当
する企業のこと。（詳細は県のホームページに記載しています。）

自社ＰＲ動画の作成
※ＰＲ動画とは将来技術者として働くことを目指す若者等に対し、自社の魅力や優れ
た技術、将来性を発信する動画であり、長さは概ね５～１０分程度、本数は問いま
せん。

交付決定後～令和８年３月３１日（火）
※決定交付前に行った発注等に係る支払い、及び事業完了日までに支払いが完了しな
かった経費は、補助対象外です。

※最終日となる令和８年３月３１日（火）までに補助事業を完了し、実施内容について
の実績報告及び支出証拠書類を提出することが必要です。

令和７年７月３１日（木）１７時必着
※補助金交付決定額が予算額に達した時点で、募集を終了します。
※審査は随時行いますので、申請書類が揃い次第申請してください。

１／２以内

１０万円

補 助 率

補 助 上 限

補 助 対 象 事 業

申 請 締 切

補助対象となる事業
期 間

詳細は
コチラ!
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〒812-0036
福岡市博多区上呉服町10-1（博多三井ビルディング4F）
TEL 092-710-5670　FAX 092-710-4736

公益財団法人 福岡県中小企業振興センター　https://www.joho-fukuoka.or.jp/
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景気動向調査
グラフdeふくおか
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香港で話題の日本大地震の予言について
知的財産支援センター
開放特許で、新事業を開拓！
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